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博 士 論 文 の 要 約 

 

 

博士の専攻分野の名称： 博 士（農学）       氏名   末 永 千 絵 

 

 

学 位 論 文 題 名 

 

 

eコマース向け青果物サプライチェーンに関する研究 

 

 

  オンライン上のモノ・サービスの取引(以下 e コマース)において、場所・時間の制約なくあらゆる商品の

購入が可能になった。中でも消費者向け e コマース事業を主軸に、事業拡大を遂げた企業(以下 e コマ

ース企業)の台頭、市場拡大により、オンライン上で消費者によって注文がなされた青果物が生産者から

消費者に至る間でなされる取引の連鎖、すなわち e コマース向け青果物サプライチェーンが変化しつつ

あると考える。 

これまでインターネットは、空間的・時間的制約を除去する性質から、商取引発展に伴い中間業者が多

数介在するという従来の流通多段階化とは異なり、図序―１で示すように中間業者を排除する可能性が

考えられてきた(注１)。しかし、全国 24 時間誰でも注文可能で、個々の日時指定が可能な消費者向け e

コマースへの供給は容易でないと考える。青果物は全国各地で生産され、気象条件による収量変動が大

きく、変質しやすいため需給調整が困難な商品である。中でも野菜は必需品として年間供給が求められ、

卸売市場を経由する多段階流通が一般的である。図序―２で示される非慣行栽培青果物流通について

も、スーパーや生協等との大規模取引では、栽培方法や味、伝統品種など特色ある品目を専門的に取り

扱う流通事業者(以下専門流通事業者)が介在することがわかっている(斎藤・張・西山；2003，金沢・佐

藤・納口；2005)。2010 年に国内外において e コマース企業主導にて有機宅配企業やオーガニックスーパ

ー統合の動きが国内外で相次いだことから、中でも専門流通事業者が e コマース向け青果物供給におい

て、重要な役割を担っていると推測される。 

国内外にかかわらず、e コマースを利用した農産物取引に関する既存研究のうち、生産者に着目したも

のは消費者販売が中心で(斎藤・平泉, 2003；池田, 2011；Geng ら, 2007；Nandi and Gowdru , 2019 など)、

e コマース企業による生産者の作付計画への関与に触れるものはある(今井, 2015)が、e コマース企業の

青果物調達分析は十分になされていない。中間流通組織に関しては排除の可能性を示唆するものが国

内外関わらず多数ある（河野 , 2004；鍋田,2007；孔,2018；Ganesh，2001；Suchánek and Bucki ,2011；

Yang,2012 など）。一方、これまで無店舗宅配事業を行ってきた生協の大規模産直取引では、全農や卸

売事業者から主に調達し(野見山，1997)、非慣行栽培青果物については前述の専門流通事業者が介在

することがわかっている(斎藤・張・西山，2003；金沢・佐藤・納口，2005)。しかし、e コマース向け取引にお

ける中間流通組織の介在及び役割は解明されていない。 
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図序ー１既存の青果物流通経路と既存研究に基づくeコマースにおける青果物

資料：著者作成。生協向けの流通経路は野見山(1997)(2005)、専門流通事業者を介する場合は

　　　　金沢・納口・佐藤(2005)及び桝潟・高橋・酒井(2019)を参考に作成。

注　 ：1)矢印は商流を表す。
　　　 2)生協向け流通に介在する主体の右にeコマース向け青果物サプライチェーンにおける販売先
　　　　への役割、左に調達先への主な役割のキーワードを記載した。
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図序ー２　非慣行栽培農産物の範囲

資料：農水省(2019)を元に著者作成。
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有機農産物流通の視点から e コマースに着目した国内研究では、e コマース企業と生協の比較を行う

研究(斎藤，2009a)ほか、e コマース企業主導による有機食品宅配企業の統合に着目した研究が相次い

でなされた(中島，2017；李，2019；山本，2020)。しかし企業組織の変化に着目した研究で、青果物供給

主体との関係は解明されていない。海外研究では短い流通に着目した研究が活発になされてきたが

(Buck ら ， 1997 ； Renting ら ， 2003; Curtis ら ， 2018; Edwardson and Santacoloma ， 2013; Hu and 

Shieh ,2016；岩元，2019)、長いサプライチェーンを中心に短いサプライチェーンは一部存在する（Aubry 

and Kebir,2011）、有機農産物についても販売規模、集荷範囲、品揃えの拡大により、 長いサプライチェ

ーンとならざるを得ない（岩元,2019）など、何らかの中間業者を介する長い流通中心であることが示唆さ

れる。だが e コマースへの関与を含む彼らに着目した分析は見当たらず、サプライチェーンは未解明とい

える。 

本稿の課題は e コマース向け青果物サプライチェーンにおける中間流通の存立根拠を明らかにするこ

とである。分析にあたり本稿は、４点の分析視角を持つ。 

１点目は e コマース企業の範囲である。本稿では e コマース企業を、消費者への e コマースによる無店

舗販売事業を主軸とする企業と定義し、中でも青果物を扱う企業を分析対象とする（注２）。 

２点目は着目する青果物の主な対象である。2010 年代後半の大手 e コマース企業主導による有機食

品小売事業者統合の動きから、特に非慣行栽培青果物流通への大きな影響が考えられ、着目する必要

があると考える。 

３点目はサプライチェーンに関与する主体それぞれの機能・役割の解明である。サプライチェーンに関

与する主な主体として生産者・e コマース企業及び近隣の生産者が組織化した生産者組織、生産者と小

売事業者の間に介在し非慣行栽培青果物の市場外流通を担ってきた専門流通事業者を想定する。異な

る主体間の関係をみる前に、組織別の機能と役割を把握する必要がある。中でも中間流通主体の機能を

明示するため、生産者の中間組織介在に伴う e コマース向けの流通チャネル(注３)の変化を把握した後、

生産者組織、専門流通事業者の順に分析する必要があると考える。 

４点目は e コマースの特性に伴う取引を通じた調整(垂直的調整)分析の必要性である。新山(2020)は

供給鎖の流れの順に捉えた構成主体間の相互関係(垂直的関係)は取引であると述べる通り、主体間の

関係解明は取引分析が適すると考える。24 時間 365 日全国誰でも注文可能で、着日指定が可能な e コ

マースは、限られた地域内の組合員に対し、固定された曜日に週１回受注・配送する生協や近隣の人々

への店舗販売を行うスーパーと性質が大きく異なり、新たなサプライチェーンを生じさせると推測され、解

明が必要と考える。 

以上の分析視角に基づく、分析対象を図序―３、論文構成を図序―４の通り取る。 

分析にあたりまず、e コマース市場の概況を整理し、本稿で主に着目する大手 e コマース企業の青果

物調達先を推定する(第１章)。続いて各主体を分析する。最初に青果物生産者における e コマースチャ

ネルの性質とその変化を把握する（第２章）。次に、近隣の青果物生産者で構成された生産者組織、すな

わち農協・生産者グループの役割を明らかにする（第３章）。そして専門流通事業者の機能と役割を明ら

かにする(第４章)。さらにサプライチェーンにおける取引を通じた調整（垂直的調整）を明らかにする (第５

章)。最後に結論を述べる（終章）。 

本稿で取り上げる e コマース企業は、ネット販売（2017）の 2016 年度消費者向け e コマース売上高総

合ランキング上位 30 位以内に位置し、青果物を扱う e コマース企業３社を主な対象とした。供給主体はこ



れらの企業 HP 上で名称を確認できた、北海道・関東・甲信越・中部の事業者及び左記事業者からの紹

介、SNS の情報により e コマース利用が判明した生産者に調査を依頼し、協力が得られた事業主体への

聞き取り調査に基づき分析した。 

 

 

 

資料：著者作成。

注　：1)実線矢印は商流である。

         2)生産者から消費者に延びる矢印は生産者が管理するHPを

　　　通じた消費者への直接販売を表す。

図序ー３eコマース向け青果物サプライチェーンに
　　　　おける供給主体の位置
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資料：著者作成。
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各章の要約 

第１章では国内 e コマース市場の概要と大手 e コマース企業の青果物調達先の推定を行った。国の統

計資料を通じ、e コマース市場の拡大傾向、2010 年以降のスマートフォンの急速な普及拡大傾向を把握

した。消費者の e コマースを利用した食料品購入にかかる既存研究の整理より、e コマースは利便性が求

められる一方で、店舗で購入できない商品の購入先であると整理した。そして e コマース企業は、極めて

多品目を取り扱い、中でも非慣行栽培青果物が多く取り扱われていることを確認した。さらに e コマース企

業と生産者が直結したサプライチェーンは僅かで専門流通事業者等、中間流通組織が主に介在すること

を推定した。 

第２章では青果物生産者における e コマース向けサプライチェーンの性質とその変化を把握した。青

果物生産者は、e コマース向けの販売比率が上位の生産者ほど、e コマース企業が介在する直送チャネ

ル、倉庫チャネルを有し、いずれも e コマース向けに栽培方法又は希少品種・品目を単品又は少量多品

目供給することを確認した。流通の間接性が高まるにつれ、出荷にかかる特殊性、数量決定にかかる取

引条件が大幅に緩和されることがわかった。 

第３章では e コマース向け青果物サプライチェーンにおける生産者組織の役割を明らかにした。事例

の生産者組織は e コマース企業から直接受注し、e コマース向け青果物サプライチェーンは卸売市場向

けを中心に、高品質な商品を単品又は少量多品目出荷する販路として部分的に存在していることを確認

した。そして生産者組織が、生産者と e コマース企業の間に介在する場合のそれぞれに対する役割の分

析を行い、介在することで生産者の効率的な出荷を実現する一方、e コマース企業に対する品揃えは限

界があることが明らかになった。 

第４章では専門流通事業者における e コマース向け青果物サプライチェーンを明らかにした。まず専門

流通事業者は全国に複数の産地を持ち、多品目供給できる機能を持つことを確認した。次に専門流通

事業者は生産者、生産者組織、専門流通事業者から調達すること、専門流通事業者の主な販路は e コ

マース企業のほか、スーパーや生協等であることがわかった。そして専門流通事業者における e コマース

向け青果物サプライチェーンは専門流通事業者が複数介在する多段階流通となっており、役割は分化し

ていることがわかった。 

第５章では e コマース向け青果物サプライチェーンにおける垂直的調整を明らかにした。e コマース向

け青果物サプライチェーンにおいて、e コマース企業の機能が限定的な場合、e コマース企業を通じ受注

する専門流通事業者等、供給主体が消費者対応を担う。そして受注手段がインターネットで、これまで調

達先・販売先が用いてきた受注手段である FAX と異なること、生協・スーパーと比べ受注頻度が高く納品

期日が短く不定と不安定な性質を持つため、専門流通事業者が発注手段の統一及び集出荷調整を行う

ことが明らかになった。 

 

結論 

分析の結果、e コマース向け青果物サプライチェーンは、図終－１に示す通り専門流通事業者が主に

介在し、さらに複数の専門流通事業者が介在する多段階流通が生じている。中間流通の存立根拠は e コ

マース企業に対する生産者・生産者組織と比べ高い品揃え機能とともに、生産の零細・分散性、e コマー

スの受注手段としての性質、不安定性に対し、専門流通事業者が役割分担しながら需給調整機能を担う

ことでサプライチェーンの効率化・安定化を実現することにある。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 

遠隔地

注：１）実線矢印は聞き取りで確認した流通経路、点線矢印は予想される流通経路を表す。

インターネットイ ンターネット

図終－１ eコマース向け青果物サプライチェーンの概念図

資料：著者作成。

　　 2)各主体の右にeコマース向け青果物サプライチェーンにおける販売先への役割、左に調達先(出荷先)に対する
　　　　主な役割のキーワードを記載した。
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注１）国内では鍋田(2007)、河野(2004)等にてその可能性が指摘されている。海外においても流通段

階省略に関する議論が多数存在する。 

注２）青果物の e コマースを通じた消費者への直接販売事業には、店舗の商品を近隣の会員に配送

するいわゆるネットスーパーもあるが、大手スーパーにおけるネットスーパー事業の、総売上

高に占める割合はネット販売(2017)及び各社 HP より１％未満と小さいため、分けて捉える必要

があると考えられるため分析対象から除外した。 

注３）本稿では流通チャネルを商品が生産者から消費者の手に渡るまでの過程を個々の主体の立場

からみた場合を流通チャネル、生産者から消費者に至るまでの取引の連鎖全体をサプライチェ

ーンと区別して用いる。 
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